
ベルテクス株式会社  　 （２０２３年３月３１日現在） （単位：千円）

流　 動　 資　 産 22,111,433 流　 動　 負　 債 9,833,327

現 金 及 び 預 金 5,930,762 支 払 手 形 161,345

受 取 手 形 3,349,042 買 掛 金 1,957,278

売 掛 金 4,317,215 電 子 記 録 債 務 3,473,903

電 子 記 録 債 権 3,452,042 短 期 借 入 金 1,550,000

未 成 工 事 支 出 金 13,592 １年以内返済長期借入金 238,944

商 品 及 び 製 品 3,367,890 未 払 金 185,990

仕 掛 品 8,317 未 払 法 人 税 等 692,742

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 647,901 未 払 消 費 税 等 246,513

前 払 費 用 202,650 未 払 費 用 303,605

短 期 貸 付 金 16,244 預 り 金 393,208

未 収 入 金 180,099 設 備 関 係 支 払 手 形 5,600

そ の 他 627,001 設備関係電子記録債務 213,153

貸 倒 引 当 金 △1,327 賞 与 引 当 金 289,628

固　 定　 資　 産 18,002,741 そ の 他 121,414

9,628,530 固　 定　 負　 債 2,995,909

建 物 2,287,849 長 期 借 入 金 379,275

構 築 物 501,997 退 職 給 付 引 当 金 793,009

機 械 及 び 装 置 652,755 株 式 給 付 引 当 金 158,233

車 両 及 び 運 搬 具 42,482 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 4,290

工 具 器 具 及 び 備 品 470,437 工 場 閉 鎖 損 失 引 当 金 62,720

土 地 5,644,283 資 産 除 去 債 務 381,756

建 設 仮 勘 定 28,724 繰 延 税 金 負 債 141,169

361,568 再評価に係る繰延税金負債 650,951

借 地 権 65,825 そ の 他 424,504

ソ フ ト ウ ェ ア 98,707 12,829,237

そ の 他 197,035

8,012,643 株　主　資　本 25,850,076

投 資 有 価 証 券 1,060,261 資　　　本　　　金 100,000

関 係 会 社 株 式 776,995 資　本　剰　余　金 3,926,447

出 資 金 7,970 25,000

長 期 貸 付 金 10,904 3,901,447

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 4,565,000 利　益　剰　余　金 21,823,629

差 入 保 証 金 73,784 21,823,629

破 産 更 生 債 権 等 67,356 繰 越 利 益 剰 余 金 21,823,629

長 期 前 払 費 用 152,911 （ う ち 当 期 純 利 益 ） (3,489,966)

保 険 積 立 金 555,596 その他の包括利益累計額 1,434,861

繰 延 税 金 資 産 809,229 215,061

貸 倒 引 当 金 △67,365 1,219,799

27,284,937

40,114,175 40,114,175

純 資 産 合 計

資　　産　　合　　計 負 債・純 資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

（ 資　産　の　部 ） （ 負　債　の　部 ）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

負　　債　　合　　計

第114期　決算公告

貸 借 対 照 表

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額



重要な会計方針に係る事項 
 

自 2022 年 4 月 1 日 

至 2023 年 3 月 31 日 

 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

市場価格のない株式等 

    主として移動平均法による原価法 

 

（2）棚卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

①商品、製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

    総平均法 

②未成工事支出金 

    個別法 

 

（3）デリバティブ取引により生ずる債権及び債務 

時価法 

 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

①定率法によっております。ただし、1998 年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並

びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。 

②取得金額 10 万円以上 20 万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として、３年

間で均等償却する方法によっております。 

 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。 

 

（4）長期前払費用 

均等償却によっております。 

なお、主な償却期間は５年であります。 

 

３．重要な引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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（2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を

計上しております。 

 

（3）工場閉鎖損失引当金 

工場閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。 

 

（4）株式給付引当金 

従業員株式付与規程に基づく従業員の当社株式又は金銭の給付に備えるため、当事業年度末に係

る要給付額を見積り計上しております。 

 

（5）退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

発生時の事業年度に費用処理しております。 

 

 (6) 重要な収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

①コンクリート事業 

コンクリート事業においては、各種コンクリート製品の製造及び販売、コンクリート製品を設置

する工事を行っております。このような商品及び製品の販売については、製品を顧客に引き渡した

時点で収益を認識しております。なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したも

のについては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控

除した純額を収益として認識しております。 

工事については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、期間がごく短い工事を除

いて履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る

進捗度の見積りの方法は、工事原価総額に対する工事発生原価の割合（インプット法）で算出して

おります。 

 

②防災事業 

防災事業においては、各種防災製品の製造及び販売、防災製品を設置する工事を行っておりま

す。このような商品及び製品の販売については、製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識してお

ります。なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事

者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として

認識しております。 

工事については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、期間がごく短い工事を除

いて履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る

進捗度の見積りの方法は、工事原価総額に対する工事発生原価の割合（インプット法）で算出して

おります。 
 




